
平
成


年

月


日
木
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 Nature and quantity of the products to be

purchased : set of Servers, etc

 Leasing term : From 1 March 2019, th‑

rough 28 February 2023

 Lease place : As shown in the specifica‑

tions

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the open tender are those

who come under the following items at the

time of the examination date, with the ex‑

amination date set as the due date of re‑

ceipt of the documents required for the ten‑

der. In addition, suppliers who no longer

come under the following items after the

examination date and up to the time of the

decision being made on the successful supp‑

lier shall not be eligible to participate in the

open tender.

 The supplier does not come under Arti‑

cle 6 of the East Nippon Expressway

Company Limiteds regulations concern‑

ing contract procedures (Regulation№ 16
of 2005).

 after 2013 fiscal year have experience

in business of supplying Server installed

Windows and Solaris

 prove that the supplier has mainte‑

nance system for the procured hardware

and software. Under the system, the supp‑

lier must provide a contact point opening

from 9 : 00 to 17 : 25 of calendar days and

start maintenance at the site where the

hardware is located within 4 hours after

the contact.

 Deadline for tender : 4 : 00 P.M. 22

August 2018

 Contact point for the notice : Hiroshi

Nakaya, Manager of Procurement & Con‑

tract Section, Accounting & Finance De‑

partment, General Affairs & Accounting

Division, East Nippon Expressway Compa‑

ny 332 Kasumigaseki, Chiyoda‑ku,

Tokyo 1008979 Japan. Tel. 033506
0212

入札公告の取消
平成 30 年７月 19 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

柳井医療センター院長 住元 了
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 34
平成30年７月２日付（号外政府調達第122号・

25ページ）掲載の入札公告「厨房機器一括調達
一式」を取り消します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年７月 19 日

支出負担行為担当官
中国四国農政局長 坂井 康宏

◎調達機関番号 018 ◎所在地番号 33
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 那賀川（二期）農地防災事業 南
岸幹線水路（その９）建設工事
 工事場所 徳島県阿南市下大野町渡り上り
地内他
 工事内容 南岸幹線水路工 Ｌ＝737ｍ
１）上流側推進工（内圧対応鉄筋コンクリー
ト推進管 ３種 φ2200㎜） Ｌ＝451ｍ
２）下流側推進工（内圧対応鉄筋コンクリー
ト推進管 ３種 φ2200㎜） Ｌ＝286ｍ
３）仮設工 １式。
 工期 着手日から470日以内。
 使用する主要な資機材 内圧対応鉄筋コン
クリート推進管 ３種 φ2200㎜。
 本工事は、次の内容の対象工事である。
 入札時に施工方法等の技術提案を受け付
け、価格と価格以外の要素を総合的に評価
して落札者を決定する、標準Ａ型総合評価
落札方式（品質向上重視型）のうち品質確
保のための体制その他の施工体制の確保状
況を確認し、施工内容を確実に実現できる
かどうかについて審査し、評価を行う施工
体制確認型総合評価落札方式及び品質・安
全等の確保がなされないおそれがある極端
な低価格での調達を見込んでいないかなど
を厳格に調査する特別重点調査の試行工事
である。
 契約締結後に施工方法等の提案を受け付
ける契約後ＶＥ方式の対象工事である。

 建設工事に係る資材の再資源化等に関す
る法律（平成12年法律第104号）に基づき、
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資
源化等の実施が義務づけられた工事であ
る。
 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下
「確認資料」という。）の提出、受領に係る
確認及び入札について、原則として電子入
札システムで行う対象工事である。ただし、
電子入札システムにより難い者であって、
紙入札方式（持参又は郵送）の承諾に関す
る承諾願を提出し、承諾を得た者は紙入札
方式に代えることができる。
 本工事は、女性も働きやすい現場環境（ト
イレ・更衣室）の整備について、監督職員
と協議し、変更契約においてその整備に必
要な費用を計上する試行工事である。
 本工事は、土曜・日曜日に工事現場（現
場事務所を含む）を完全閉所して事務処理
等を含めて一切の現場作業を行わない「土
日完全休工」を促進するモデル工事であり、
土日完全休工の実績に応じて工事成績評定
において加点評価を行う工事である。
 本工事は、週休２日を実施した場合に設
計変更を行う試行対象工事である。
 本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。

 中国四国農政局における「土木一式工事」
に係る平成29・30年度一般競争参加資格の確
認の際に、客観的事項（共通事項）について
算定した点数（以下「客観点数」という。）が、
1250点以上であること。ただし、共同企業
体の代表者以外の構成員は、客観点数が
1150点以上であること。上記２のの再確
認を受けた者にあっては、当該再確認後の客
観点数が要件を満たしていること。
 技術提案が適正であること。
 企業（単体又は共同企業体（代表者及び構
成員を含む。））の施工実績は、平成15年度か
ら平成29年度までの間に元請として完成・引
渡しが完了した、以下の同種工事を施工した
実績を有すること。（共同企業体の構成員とし
ての施工実績は、出資比率が20％以上のもの
に限る。）
ただし、各地方農政局の発注工事に係る実
績である場合は、工事成績評定点が65点未満
のものは実績として認めない。
〇同種工事（企業）：推進工法による管水路
工事

２ 競争参加資格
次に掲げるからの全ての条件を満たして

いる者、又はからの全ての条件を満たして
いる二者若しくは三者にて構成する特定建設工
事共同企業体（以下「共同企業体」という。）で
あって、中国四国農政局長から共同企業体とし
て資格認定を受けた者であること。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であって、契約締結の
ために必要な同意を得ている者は、同条中、
特別の理由がある場合に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 中国四国農政局における「土木一式工事」
に係る平成29・30年度一般競争参加資格の確
認を受けていること。ただし、会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開始

の申立てがなされている者又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づき再生手続
開始の申立てがなされている者については、
手続開始の決定後、中国四国農政局長が別に
定める手続に基づく一般競争参加資格の再確
認を受けていること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。ただし、上記２のの再確認を受けた
者を除く。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を、建設業法（昭和24年法律第100
号）に従って当該工事に専任で配置できるこ
と。
なお、共同企業体において配置すべき技術
者は、構成員のうちの１社が監理技術者、そ
の他の構成員は主任技術者とする。
 平成15年度から平成29年度までの間に元
請として完成・引渡しが完了した、以下の
同種工事の経験を有すること。
ただし、各地方農政局の発注した工事で
ある場合は、工事成績評定点65点未満のも
のは実績として認めない。
〇同種工事（技術者）：管水路工事
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